





























控訴人・原告 X1 ～ X9 は、もっとも早い者は平成 16 年から、民営化前の
旧日本郵政公社（平成 15 年設立）の非常勤職員として任用（日々任用）さ





























平成 23 年 4 月 1 日から施行されるものとされていた。
本件規定が施行された平成 23 年 4 月 1 日時点で既に 65 歳に達していた
X1 ～ 3、5、6 は同年 4 月 1 日から 9 月 30 日を期間とする更新を最後に以降
の契約を更新しないことを Y 社から通知され、同期間中に 65 歳に到達した
X4、 7、8 も同様に以降の契約を更新されず、同年 10 月 1 日～翌年 3 月 31

































































































































































































18 条）。同条は平成 25 年 4 月以降に締結された労働契約に適用されるため、
本件では争点になっていないが、無期契約への転換がなされたときは、労働
















一方で「定年制」に関しては、平成 18 年 4 月以降、高年齢者安定法が、
65 歳までの定年引上げないし継続雇用制度の導入等を段階的に義務化して
きた。
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その内容は、60 歳未満の定年を原則として無効としつつ（同法 8 条、例
外として同法施行規則 4 条の 2 により坑内労働のみが認められている）、65
歳未満の定年を定めている場合に、65 歳までの雇用確保を図るため、 1 号・
























































到達（高年齢者雇用安定法により下限は 60 歳）が認められること、なお 65
歳までの雇用の確保措置が求められていることの趣旨も踏まえて、本件の雇
止めをとらえる必要がある。






































また、市進事件 12 は、1 年契約で雇用される嘱託専任教務社員について、























では、1 年間の任期付講師に 2 回目の契約更新時に告知された、雇用期間を
3 年上限とする方針に基づく雇止めにつき、「期待利益が遮断され又は消滅
したというためには、雇用の継続を期待しないことがむしろ合理的とみられ









































































































































































































1 定年後嘱託雇用の賃金低下について、労働契約法 20 条の有期契約労働者
への不合理な労働条件設定の禁止に違反しないとした長澤運輸事件（東京










労研 672 号（2016）4 頁。
2 東京高判平 28.10.5 労判 1153 号 25 頁。
3 東京地判平 27.7.17 労判 1153 号 43 頁。
4 労働契約法 19 条の雇止め制限は、実質的に期間の定めのない契約となっ
ている場合に解雇権濫用法理を類推適用すべきとした東芝柳町事件最高裁
判決（最一小判昭 49.7.22 労判 206 号 27 頁）、その後、実質的に期間の定
めのない契約と異ならないとはいえないときでも、当事者間に雇用継続に
対する合理的期待がる場合は同様に類推適用すべきとした日立メディコ事








鉄大阪工事局事件・最三小判平 4.10.20 労判 617 号 19 頁、東芝ライテック
事件・横浜地判平 25.4.25 労判 1075 号 14 頁、）三洋電機（契約社員・雇止









講じたものとみなすとする旧法 9 条 2 項は、平成 25 年 4 月 1 日で廃止さ
れているが、平成 37 年 3 月末まで旧 9 条 2 項に基づく継続雇用制度を認
めつつ、28 年 3 月末までは 61 歳以上、31 年 3 月末までは 62 歳以上、34
年 3 月までは 63 歳以上、37 年 3 月までは 64 歳以上と、順次労使協定に
よる制度が認められる年齢を引き上げている。





8 大阪地判平 9.12.22 労判 738 号 43 頁。
9 水町勇一朗「三洋電機（住道工場）事件評釈」ジュリ 1116 号（1999）114
頁。
10 山崎文夫「三洋電機（住道工場）事件評釈」労判 740 号（1998）7 頁。
11 大阪地判平 25.1.18 労判 1078 号 88 頁（要旨）。
12 東京高判平 27.12.3 労判 1134 号 5 頁。
13 神戸地尼崎支判平 20.10.14 労判 974 号 25 頁。
14 東京地判平 20. 12. 25 労判 981 号 63 頁
15 京都地決平 21.4.20 労判 981 号 165 頁。
桐蔭法学 24 巻 1 号（2017 年）
22
16 東京地判平 27.7.31 労判 1121 号 5 頁。
17 柳澤武「本件鑑定書」労旬 1863 号 22 頁。
18 定年制の合理性を肯定する例として、就業規則の不利益変更法理を確立し
た 55 歳定年新設に関する秋北バス事件・最大判昭 43.12.25 民集 22 巻 13
号 3459 頁、72～70 歳から 65 歳への定年引下げにつき高度の必要性があ
るとした芝浦工業大学（定年引下げ）事件・東京高判平 17.3.30 労判 897
号 72 頁等がある一方、合理性否定例としては、63 歳から 60 歳への定年
引下げにつき、変更に高度の必要性がなく労働者に対する不利益が大きい
とする大阪府精神薄弱者コロニー事業団事件・大阪地堺支判平 7.7.12 労判










るものがある一方で（三井石炭鉱業事件・福岡地判平 4.11.25 労判 612 号
33 頁、日本航空事件・東京地判平 26.6.3 労経速 2221 号 3 頁、最 2 小判平
27.2.4 で上告不受理）、不合理とする例もある（ヴァリグ日本支社事件・東
京地判平 13.12.19 労判 817 号 5 頁）。
21 山川和義『年齢差別禁止の特徴と規制の方向性』労働法 117 号（2011）49
頁











（2016）10 頁、山川和義「本件評釈」速法セミ増刊報判例解説 19 巻
（2016）291 頁。
25 大内伸哉「有期労働契約の不更新条項と雇止め制限法理―東芝ライテック
事件を題材に」季労 119 号（2014）119 頁。
26 近藤昭雄「労契法 19 条と「雇止め」法理～東芝ライテック事件を素材と
して」労判 1075 号（2013）5 頁。
（かつまた・ひろふみ　桐蔭横浜大学法学部教授）
